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はじめに
政府が戦争へと進もうとするとき、国民はどれだけ抗うことができるのだろうか。日本
国憲法は、臣民を戦争へと冒進する全体主義に取り込んでいった大日本帝国憲法体制と、
その結果としての戦争に対する反省を踏まえ、政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こ
らないようにすることを企図した。ならば、国民に「政府の戦争行為に対して抗うこと」
が憲法上保障されてしかるべきであろう。本稿では日本国憲法における「平和的生存権」
を政府の戦争行為を抑止する権利であるという立場のもと、第 1 節では日本国憲法の謳う
「平和」概念、第 2 節では平和的生存権の法的性格、第 3 節では平和的生存権に関する判
例を扱う。そして第 4 節で上記を踏まえ、現在と将来の日本における平和的生存権の展望
を考察したい。
1　日本国憲法における「平和」概念
1─1　前文における「平和」概念
日本国憲法前文は平和主義を明示・強調し、憲法解釈に当たっての指針と規範を明らか
にする。
深瀬忠一は、前文の平和主義を次の 4 点にまとめる（深瀬, 1987, pp. 186─197）。
（1）戦争を再びしない決意において一貫し徹底している「恒久平和」主義
（2）相互信頼に基づく普遍的世界平和組織の樹立と実効化による安全保障を目指す
（3）全世界の人民の普遍的かつ平等の「平和的生存権」の尊重
（4）人民主権に基づく自由な民主主義の徹底によって平和を確保・創造しうる
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注目すべきは、日本が採るべき安全保障体制の実態を表す（2）である。深瀬は、前文
第 2 段が「国際連合（さらにそれを超える世界平和組織）に結集される公正で信義ある世
界的世論への信頼と第九条の戦争放棄・軍備不保持とを実質的に一体とし、第九条の前提
となる基本思想を示すとともに、第九条実行の結果としての戦争と軍備に代る安全保障の
あり方を示」すとする（深瀬, 1987, pp. 187─188）。日本国憲法前文に謳われている安全保障の
あり方とは、戦争放棄・軍備不保持によって樹立される普遍的世界平和組織にそれを委ね
るというものである。
1─2　9 条における「平和」原則
日本国憲法の平和主義を構成するものに、前文のほかに 9 条がある。9 条を解釈する際
にも前文と体系的・総合的に連関させて読む必要がある。
深瀬によれば、日本国民は近代・現代戦争によって 3 つの国民的経験を獲得したとい
う。すなわち①自衛の名による侵略戦争、②国防のための軍拡による不可避的戦争誘発、
③現代戦争とくに核戦争が地上の最大悪であることを、身をもって知ったことである（深
瀬, 1987, pp. 204─205）。そして憲法 9 条の規定は、これら国民の戦争三大経験を平和主義に
転換し憲法化したものであるとしている（深瀬, 1987, p. 205）。したがってこの立場によれ
ば、憲法 9 条は自衛戦争を含むすべての戦争を放棄し、軍縮やがては軍備の不保持を実現
する規定であると解釈することができる。
1─3　対立する学説
こうした深瀬による非戦・非武装の「平和」概念に対して懐疑的な立場をとるのが長谷
部恭男である。長谷部は、「非武装によって生じた力の空白」が不安定化により「武力紛
争の危険をもたらす危険がある」（長谷部, 2014, p. 68）としながら、実力全面放棄・軍備不
保持説に対し「いかにして国民の生命・財産等を保全するのかという課題について、明確
な代案が示されているわけではない」（長谷部, 2004, p. 56）と主張する。こうした「平和」
の意味内容に何を盛り込むかをめぐる対立は、「平和のうちに生存する権利」の示す内容
の差異となって顕現することとなる。
2　平和的生存権
平和的生存権は、1962 年に星野安三郎の「平和的生存権論序論」（星野, 1962, pp. 3 ─25）に
よって提唱された、日本国憲法前文第 2 段にある「平和のうちに生存する権利」を、憲法
上保障された人権の一種であると捉えるものである（星野を初出とする理解に、和田英夫, 1965, 
p. 32）。
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2─1　前文の規範性の検討
平和的生存が他の基本的人権と同じような権利性を有するというためには、まずはそれ
が明示的に表れている憲法前文の法規範性、裁判規範性を検討する必要がある。前文が 1
条以下を解釈する際の基準となることからも、法規範性については異論のないところであ
ろう。他方、裁判規範性について学説は分かれ、肯定説が近年有力になりつつあるもの
の、否定説が現在も通説的地位を占めているとされる（小林, 2006, p. 36）。
否定説の主な論拠は、①前文の内容は抽象的であって具体性を欠くこと、②消極的な理
由として、すべての法規が直接裁判規範であるとは限らないこと、③前文の内容はすべて
本文各条項に具体化されていて、裁判所の判断基準として用いられるのは本文の具体的規
定であり、本文各条項に欠缺がある場合には前文の適用が理論上可能となるが、実際には
欠缺は考えられないこと、などが挙げられている（佐藤功, 1983, p. 19）。
これに対して肯定説の主な論拠は、①前文と本文の抽象性の相違は相対的なものにすぎ
ないこと、前文の憲法原則が本文に具体化されていることをもってそれだけで前文に裁判
規範性がないとすることは正しくないこと、③本文に欠缺があるときには前文が直接適用
され、また平和的生存権のような根本原則に違反する国家行為は直接前文を適用して違法
と判断すべきであること、などである（山内, 1992, p. 270）。
一見相容れないように見える両説の対立だが、否定説も本文に欠缺がある場合の直接適
用を肯定することなどから、小林武は両説が「必ずしも氷炭相容れないものではない」
（芦部, 1992, p. 211）ことを前提に、問題が前文諸規定それぞれの具体性の有無にあるとする
（小林, 2006, p. 40）。平和的生存権の弁証は、平和的生存権自体に固有の具体的意味が帰属す
るかに関わるものとされる。
2─2　平和的生存権の具体性の検討
学説では、平和的生存権を「抽象的な原理の宣言」などとみて（芦部, 2011, p. 38）平和的
生存権の具体的権利性を否定する立場が強い（典型に、伊藤, 1990, p. 165）。他方、平和的生
存権の具体的権利性を積極的に肯定するものに山内説や深瀬説がある。山内敏弘は一切の
戦争放棄・一切の戦力不保持と理解された日本国憲法の平和概念を踏まえれば平和的生存
権の具体的な意味内容も確定可能だと主張する（山内, 1992, p. 288）。また先にみた（1─1； 1─
2）深瀬の理解も同様であり、この点に鑑みても平和的生存権論における「平和」とは決
して曖昧な概念などではなく、むしろ特定可能と考えるべきであろう1）。
2─3　意義
平和的生存が権利であるならば、平和は単なる理念ないし政治的宣言ではなく、公権力
と国民の間の法的関係（権利義務関係）の問題となり侵害された場合には裁判所によって
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救済・実現されなければならない（小林, 2006, pp. 40─41）。この権利義務関係は、次のよう
に整理できる（以下の内容につき、深瀬, 1978, pp. 235─239）。
①自由権的態様＝「戦争・軍備・戦争準備からの自由」としての権力的侵害・抑制を排
除する権利 
例えば、憲法 9 条に違反する国の行為、すなわち戦争の遂行等によって、個人の生命、
自由が侵害されまたは侵害の危機にさらされるような場合、また、憲法 9 条に違反する戦
争の遂行等への加担・協力を強制されるような場合には、平和的生存権の自由権的な態様
の表れとして、裁判所に対し当該違憲行為の差止請求や損害賠償請求等の方法により救済
を求められる場合がある。その他、徴兵制や軍事目的のための私有財産の収用に対して
も、救済を求められる。
②参政権的態様＝戦争・軍拡に抵抗し、平和な世界をつくり出すために能動的に参加す
る権利 
国政に対し集会や結社・集団行動によって戦争や軍事力強化に反対し、平和を要求する
行為や、平和的生存権の侵害に対する違憲訴訟を出訴する権利（民衆訴訟）がここに含ま
れるとされる。
③社会権的態様＝よりよい「平和的生存権」の確保・拡充措置を取らせる請求権的権利 
戦争被害に対する補償や、戦争や軍拡を防ぐ諸活動の支援を求める権利がここに含まれ
るとされる。
2─4　小括
これらを踏まえ平和的生存権を「平和のうちに生存する権利」から今一歩踏み込んで再
定義するならば、「戦争と軍備および戦争準備によって破壊されたり侵害ないし抑制され
ることなく……平和な国と世界をつくり出してゆくことのできる核時代の自然権的本質を
持つ基本的人権」（深瀬, 1987, p. 227）であり、基本的人権の根本とでもいえる位置にあると
考えられる。
3　判例に見る平和的生存権
平和的生存権は、実際の裁判でどのように扱われてきたのだろうか。
3─1　砂川事件
砂川事件は 1957 年 7 月、基地拡張に反対するデモ隊が警官隊と衝突して逮捕され、そ
の一部が日米安保条約に基づく刑事特別法第 2 条違反を問われて起訴されたことに端を発
するものである。
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第一審の東京地裁判決（東京地裁昭和 34 年 3 月 30 日判決判例時報 180 号 2 頁。通称「伊達判決」）
では、憲法 9 条は「侵略的戦争は勿論のこと、自衛のための戦力を用いる戦争及び自衛の
ための戦力の保持をも許さない」として一切の戦争放棄・戦力不保持を憲法 9 条が禁じる
点を明確にし、それを国際平和団体への安全保障の信託によって基礎付けた。深瀬説にお
ける平和概念と親和的な立場といえる。
それに対して最高裁判決（最高裁大法廷判決昭和 34 年 12 月 16 日刑集 13 巻 13 号 3225 頁）は、
自衛権に関して「国際法上いずれの主権国にも認められた『固有の権利』」だとする理解
を踏まえて安全保障の方式についても、「国際情勢の実情に即応して適当と認められるも
のを選ぶことができる」とした。最高裁が自衛戦争と侵略戦争を区別可能とする点は、
「自衛の名による侵略戦争」を先の戦争の反省ととらえる深瀬の平和概念とは距離がある。
また、国家が憲法上自由に安全保障の方式を選択し得ると解釈する点も、佐藤功に批判さ
れている（佐藤功, 1978, pp. 32─33）。
さらに判決は、憲法前文の「平和のうちに生存する権利」などの文言を「わが国の『生
存権』を確認」したものと読み、他国からの武力攻撃に対して防衛のため武力攻撃を阻止
する措置をその「生存権」に基づくものとした。学説上の位置付けを踏まえれば、「全く
逆立ちした論法」（小林, 2006, p. 47）であり、論理的に矛盾を抱えていると言わざるを得な
いだろう。平和的生存権が依拠する平和概念と本判決の立場には距離があり、それが今日
の平和的生存権裁判における難点となっている。
3─2　長沼ナイキ訴訟
長沼ナイキ事件第一審判決（札幌地裁昭和 48 年 9 月 7 日判決判例時報 712 号 24 頁。通称「福島
判決」）は、平和的生存権の裁判規範性を肯定した判例として知られる。この判決は、森林
法上の処分により地域住民の平和的生存権が侵害され、また侵害される危険がある限り、
その地域住民にはその処分の瑕疵を争う法律上の利益があるとした。そしてナイキ基地は
一朝有事の際に相手国の攻撃の第一目標になるものと認められるから、原告らの平和的生
存権は侵害される危険があるとして、原告らにはナイキ基地建設を目的とする保安林指定
解除処分の取り消しを求める法律上の利益があるとした。この判決が契機となって平和的
生存権理論の緻密化が進められ、その後の裁判における平和的生存権の主張に道を開い
た。こうした点には大きな意義が認められる（河上, 2015, p. 164）。
これに対し上告審判決（最高裁大法廷判決昭和 57 年 9 月 9 日民集 36 巻 9 号 1679 頁）は、福島
判決のように平和的生存権を肯定することはなかったが、同時に控訴審判決（札幌高裁昭和
51 年 8 月 5 日判決判例時報 821 号 21 頁）のようにその裁判規範性を一般的・全面的に否認する
見解もとらず、ただ訴えの利益を基礎付ける手続法的な意義を否定した。ただ判決は、踏
み込まなかった「実体上の問題」として基地建設の憲法上の許容性という論点の存在を明
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示しており、その点において「国民の権利・自由（「平和的生存権」）を侵害抑制しうるか
を、裁判所が憲法問題を含めて実体的に審理・判断することがありうることを示唆してい
る」（深瀬, 1987, p. 415）とする深瀬の指摘には注目しておく必要がある。
3─3　百里基地訴訟
百里基地訴訟は、自衛地基地建設用地買収を巡る民事事件である。第一審判決（水戸地
裁昭和 52 年 2 月 17 日判決判例時報 842 号 22 頁）は「統治行為」論により自衛隊そのものの憲
法適合性の判断を回避した。それに次ぐ控訴審判決（東京高裁昭和 56 年 7 月 7 日判決判例時報
1004 号 3 頁）は原審の結論は変えなかったが、第一審判決に比して「格段に慎重・厳密な
憲法の平和主義と第九条への配慮と解釈論を示した」と評されている（深瀬, 1987, p. 417）。
すなわち控訴審判決は、平和的生存権については戦争準備行為の中止等の具体的措置を
請求する根拠としての意義こそ否定したものの、この権利が「あらゆる基本的人権の根底
に存在する最も基礎的な条件であって、憲法の基本原理である基本的人権尊重主義の徹底
化を期するためには、『平和的生存権』が現実の社会生活のうえに実現されねばならない」
ことを確認した。この点からすれば控訴審判決は、「平和的生存権論を法規範・裁判規範
として確立しようとする立場からするならば、この判決の『基礎的な条件』という部分を
一歩進めて『基礎的な権利』とし、その法的権利性や裁判規範性を詳細かつ具体的に論証
することが重要だという課題提起」（河上, 2015, p. 167）だったとも受け止められ、後に近年
の平和的生存権裁判の代表的判決となるイラク派遣訴訟名古屋高裁判決（名古屋高裁平成 20
年 4 月 17 日判決判例時報 2056 号 74 頁）の下地として引き継がれていく。
上告審判決（最高裁第三小法廷平成元年 6 月 20 日判決民集 43 巻 6 号 385 頁）において最高裁は
平和的生存権を「抽象的概念」であって「私法上の行為の効力の判断基準になるものとは
いえ」ないとした。後者の確認を踏まえ、平和的生存権の裁判上の主張可能性に関する先
例的価値として、本件判決が国の公権力行使の憲法適合性が争われている訴訟については
先例とはなり得ないと説明されている（小林, 2006, p. 52）。
3─4　自衛隊イラク派遣訴訟名古屋高裁判決
自衛隊イラク派遣訴訟とは、2003 年成立のイラク特措法に基づきイラク及びその周辺
地域に自衛隊が派遣されたことについて、原告が、①平和的生存権、本件では「戦争や武
力行使をしない日本に生存する権利」等に基づく本件派遣の差止め、②本件派遣が憲法 9
条等に反し違憲であることの確認、③本件派遣による平和的生存権侵害によって被った精
神的苦痛に対する国賠法に基づく慰謝料の支払いを求めた事案である。同様の訴訟は同時
期に場所を変え複数提起されているが、ここではそのうち 2008 年 4 月 17 日に下された名
古屋高裁の判決（名古屋高裁平成 20 年 4 月 17 日判決判例時報 2056 号 74 頁）に着目しよう。
 「平和的生存権」論の到達点と展望 85
判決は、政府解釈を踏まえた憲法 9 条の意味として「自衛のための必要最小限の武力の
行使は許されること（昭和 55 年 12 月 5 日政府答弁書）、武力の行使とは、我が国の物的・人
的組織体による国際的な武力紛争の一環としての戦闘行為をいうこと（平成 3 年 9 月 27 日衆
議院 PKO 特別理事会提出の政府答弁）」を踏まえる。これに照らせば、当時イラクで行われて
いた航空自衛隊の空輸活動は、「憲法 9 条 1 項に違反する活動を含んでいることが認めら
れる」ことになる。
さらに平和的生存権につき、①平和的生存権は「全ての基本的人権の基礎にあってその
享有を可能ならしめる基底的権利」であり、「単に憲法の基本的精神や理念を表明したに
留まるものではない」、②それは「憲法前文が……『平和のうちに生存する権利』を明言
している上に、憲法 9 条が国の行為の側から客観的制度として戦争放棄や戦力不保持を規
定し、さらに、人格権を規定する憲法 13 条をはじめ、憲法第 3 章が個別的な基本的人権
を規定していることからすれば」憲法上の法的な権利である、③「平和的生存権は、局面
に応じて自由権的、社会権的又は参政権的な態様をもって表れる複合的な権利ということ
ができ、裁判所に対してその保護・救済を求め法的強制措置の発動を請求し得る」具体的
権利であり、④例えば「憲法 9 条に違反する国の行為、すなわち戦争の遂行、武力の行使
等や、戦争の準備行為等によって、個人の生命、自由が侵害され又は侵害の危機にさらさ
れ」るような場合、裁判所に対して違憲行為の差止めや損害賠償請求ができる具体的権利
性がある、などと示した。
特筆すべきは、判旨①において上記（2─3）の裁判規範としての平和的生存権否定論に
正面から対抗し、判旨②③において前文・9 条・第 3 章を複合させて平和的生存権保障条
項をみる伝統的な学説（上述 2─5）に立脚し、裁判所に救済を求められる具体的権利性を
この権利に認めたことである。こうした成果の背景として、証人として出廷した小林武が
平和的生存権の法規範性・裁判規範性を説得的に構築する理論を提供した（小林, 2006, pp. 
126─130）ことと並び、弁護団が提訴・控訴にあたり原告・控訴人となった市民らの平和
的生存権侵害の態様を事細かに提示したことが挙げられる。
それでも控訴審判決は控訴人の請求を棄却した。これは判旨④の中で「憲法 9 条に違反
する国の行為」に加えて人権侵害が存在することが救済の要件とされていたことの帰結で
あった。どの程度の人権侵害であれば平和的生存権の侵害が成立すると言えるのかは未だ
不透明であると言わざるを得ず、この点が今後の訴訟における大きなポイントとなるであ
ろう。
3─5　小括
以上のように、戦後 70 年をかけて裁判における平和的生存権論は精緻化されてきてお
り、下級審判決において平和的生存権に裁判規範性を認める理論は十分な説得力をもって
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受け入れられている。ただ平和的生存権の侵害を認めた例は少ない。それに対し、最高裁
においては平和的生存権の裁判規範性を認めた判決は未だなく、それが今後の訴訟を展開
するうえでの難関となっている。
4　平和的生存権の展望
4─1　今日における平和的生存権論
平和的生存権に関する学説も多く展開されている。
4─1─1　肯定説
杉原康雄は、「日本国憲法は、九条のもとで生存することを、たんに客観的な制度の問
題としてだけではなく、主観的な権利としても保障している」として、「九条に反する国
家行為については、他の人権規定を媒介することなく、つまり他の人権の侵害を要件とす
ることなく、この権利自体をもって争い得る」とする（杉原, 1989, p. 154）。また浦部法穂
は、「『平和』の阻害それじたいを権利（人権）侵害と位置づけることによって、国による
『平和』阻害行為を排除しようとするのが、日本国憲法における『平和的生存権』の考え
方」であるとする（浦部, 2000, pp. 400─401）。これらの説は、イラク派遣訴訟名古屋高裁判決
で立ちはだかった壁を越え、国家による 9 条違反行為のみをもってして平和的生存権とい
う人権の侵害であると位置づけようとする点に特徴がある。
4─1─2　否定説
否定説にもいくつかの方向性がある。
芦部信喜は、「裁判規範性が認められるためには、なお具体的権利性についての論議を
つめることが必要」だと指摘し、その理論的鍛錬を期待する見地に立つ（芦部, 1992, p. 
212）。理論の精緻化によって具体的権利と認められる余地を肯定するものと理解できる。
それに対して、従来的な平和的生存権に否定的な立場をとるのが長谷部である。彼は防
衛サービスを公共財と位置付け、「平和のうちに生存する権利は、逆に適切な軍備の保持
への要請を正当化する」と述べて（長谷部, 2014, p. 68）、砂川事件最高裁判決に見られたよ
うな「逆立ちした平和的生存権論」に理解を示す。そこでは「いかなる個人、民族も、他
国を含めた周辺地域の平和を危うくしてまで軍備を全面放棄する権利は有していない」
（長谷部, 2014, p. 68）ことが示唆され、深瀬らの平和概念を想定しながら、軍備を全廃する
のが「善き生き方」であるとの主張に対し、「特定の『善き生き方』をすべての国民に強
いることは、日本国憲法の依って立つ立憲主義と両立し難い」（長谷部, 2014, pp. 68─69）と一
蹴する。確かに、多数の価値観が混在する社会においては彼の主張も正当性があるように
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思われる一方で、武力による安定の維持を望まない国民も確実に存在しており、彼らが防
衛の名のもとに被る不利益が防衛サービスは公共財であるとの指摘で正当化し得る否かに
は疑問が残る。ただ、この長谷部の見解は、現在の政府の理解とも整合性を示している。
4─2　「逆立ちした」平和的生存権論
4─2─1　政府による平和的生存権の解釈
裁判における政府（国）の立場は、典型的な否定説である「平和概念抽象論」、すなわ
ち「『平和』の概念そのものが抽象的かつ不明確であるばかりでなく、具体的な権利内容、
根拠規定、主体、成立要件、法律効果等どの点をとってみても、一義性に欠け、その外延
を画することさえできない極めて曖昧なものであり……具体的権利性は認められない」と
するものである2）。
他方で政治的局面において政府は、平和的生存権を憲法学説とは異なるニュアンスで用
いる。たとえば安倍晋三首相は、「平和のうちに生存する」ために、「必要な自衛の措置を
とる」という論理を採用し、9 条・前文・13 条を援用しながら憲法が「我が国みずからの
存立を全うし国民が平和のうちに生存することまでも放棄していないことは明らかであっ
て、自国の平和と安全を維持しその存立を全うするために必要な自衛の措置をとることを
禁じているとは到底解せない」としている（2014 年 7 月 14 日衆議院予算委員会答弁）。「逆立ち
した平和的生存権論」である。
だが、元来平和的生存権とは「武力なき平和を目指す」構想が出発点であることは度々
触れた通りである。そうであるならば、長谷部説にあるような「安定」としての「平和」
を維持するためとして実力による自衛を正当化する論理はあり得たとしても、そこに平和
的生存を持ち込むのは甚だしい誤用であると言わざるを得ない。
4─2─2　「平和」概念の対立・融和
一方で一切の実力不保持による平和を目指す伝統的「平和的生存権」論の立場と、他方
で実力を持ちながら安定的な平和の維持を目指す政府等の立場。この二者の対立をどのよ
うに解すべきであろうか。
この点に関して、深瀬は前者を自衛・制裁を含む全面的な「戦争非合法化」思想、後者
を侵略戦争違法化と自衛・制裁戦争の肯定を組み合わせる「集団安全保障」思想とに二分
したうえで、「『戦争非合法化』に徹することはわが国が実行すべく、また世界が目指すべ
き理想である」と主張する。ただ、この立場を国際法上も今すぐ実現するのは「非現実
的」であることも認め、「長期的視野」における解決を展望する（深瀬, 1987, p. 208）。同様
に佐藤幸治も、平和的生存権について「一般の基本的人権の場合と異なり、わが国の意思
だけで現実的に保障されうるものではなく、平和で公正な国際秩序の維持が前提とされ
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る」（佐藤幸治, 1995, p. 645）として、解決方法を「前提としての国際秩序の維持、そして平
和の実現」という道筋で具体的に示している。
実際、現在の世界情勢で実力による安全保障を排除することは「非現実的」である。し
かし、それは際限なき軍拡を容認するものではなく、（逆立ちした）平和的生存権の保障
を正当化し得るものでもない。政府は非軍事による平和のための努力を続けるべきである
し、その過程で平和的生存権を侵害することがあるのであれば、裁判所にはそれを止める
責任があるだろう。
4─2─3　最高裁による平和概念の判断
上記の通り、平和的生存権を認めるべきとする立場からすると、日本が目指すべき最終
的な平和の姿は非武装状態である。しかし現在の政府はその認識を共有しておらず、むし
ろ政府は軍事力強化によるパワーバランスの安定を図ろうとしている。その理由は深瀬が
摘示した通り理想とする平和が「戦争非合法化」状態と「集団安全保障」状態で二分され
ているからである。
現在、政府は憲法の「解釈変更」によってこれまで行われてこなかった行為を始めてい
る。しかしそれは、日本の防衛力強化が「平和」に繋がるとする立場によって、防衛のた
めと称するあらゆる権利侵害が正当化され得ることを意味する。最高裁としては、この状
態を前に、平和概念の提示を回避し続けることはもはや不可能であるように思われる。
4─3　残される課題
現在の大きな課題と考えられるのが、上記（3─6）の「未だ平和的生存権の侵害には至
らない」9 条違反行為についての対策である。
ここで選択し得る方策は 2 つあると私は考える。一つは 4─1─1 で示したような「9 条
違反行為のみをもってして平和的生存権という人権の侵害である」と主張すること。もう
一つは、平和的生存権侵害の危険性が「重大かつ根本的である」として、従来の人権では
カバーしきれない事柄について救済を求める手法である。深瀬が平和的生存権の裁判規範
性について述べた「『平和的生存権』侵害の危険性が重大かつ根本的であるような場合、
また、具体的条件や範囲が一定の特定性をもつ場合」、「独立した一つの総合的権利とし
て、裁判所に出訴して救済を求めることができる」とする立場である。イラク派遣訴訟名
古屋裁判でも弁護団がこの立場を採用した。これを芦部のいうようにさらに精緻化するこ
とが目下最大の課題であるといえよう。
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おわりに
「はじめに」で示した問いに、一応の結論を付けておこうと思う。政府が戦争へと進も
うとするとき、国民はどれだけ抗うことができるのか、政府の戦争行為に抗うことが憲法
上保障されているのか。
日本国憲法前文に「平和のうちに生存する権利」が明記され、9 条、第 3 章が存在する
以上、日本国民には政府の戦争行為に抗う憲法上の権利がある。その一方で裁判上では、
着実にその権利を認める方向に進みつつあるものの、未だ明確に認められたとは言い難
い。平和の概念に複数の解釈がある現状では、それらが二律背反するが故に訴訟が尽きな
いが、解決のためには最高裁がそうした平和概念を統合ないし合流させることが必要なの
ではなかろうか。そうして生まれた新たな平和概念を理想とし、いずれは非軍備国となる
ことが、日本国憲法に謳われた日本の姿であろう。
ただ、第二次世界大戦後、世界から紛争が消えた時代がないことを省みると、「いずれ
は軍備全廃」がいつか本当に来る日本の姿であるのかは疑問が絶えない。さらに、日本の
国際貢献についても論じる必要があるだろう。世界の非軍事化を推し進めるためには日本
の努力が必要であるが、今日の国際社会から求められる日本の国際貢献と、憲法が想定し
た日本の参画の姿にはずれがある。最高裁によって「日本国内の平和」概念が統合された
として、「世界が望む平和」はいかなるものであるのか。今後の課題である。
注
  1） なお、平和的生存権の憲法上の根拠については、前文説（山内, 1992, p. 270）、9 条説（星野, 1962, 
p. 5；浦部, 1991, p. 118）、13 条説（久田, 1976, p. 30）、前文・9 条・第 3 章複合説（小林, 2006, p. 55）
などに見解が分かれる。
  2） 例として、2016 年 4 月 26 日提訴の国家賠償請求訴訟〔平成 28 年（ワ）13525 号〕の被告答弁、安
保法制違憲訴訟の会ウェブサイト「国家賠償請求・被告答弁書」http://anpoiken.jp/wp-content/
uploads/2016/09/20160902_tobensho.pdf アクセス 2016/12/10。
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